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総 務 委 員 会 資 料 

令 和 7 年 1 月 2 0 日 
区長室人権・ジェンダー平等推進課 

 

人権・ジェンダー平等に関わる調査（区民・事業所）について 

 

１ 目 的 

人権やジェンダー平等、人権侵害や差別など多様な人権問題等に関する区民意識と、

ジェンダー平等に関する事業所状況の実態を把握するとともに、今後の人権教育・啓

発・ジェンダー平等を推進する上での基礎資料として活用する。 
 

２ 調査の概要 

調査名称 人権・ジェンダー平等に関わる意識調査 ジェンダー平等に関わる事業所状況調査 

 

 

調査内容 

ア．人権問題全般について 

イ．差別経験と被差別経験について 

ウ．高齢者・障害者・子ども・外国人と

人権 

エ．部落差別（同和問題） 

オ．ジェンダー平等に関する意識 など 

ア．女性の登用・雇用 

イ．ハラスメント対策 

ウ．多様な働き方 

エ．ワークライフバランス 

オ．独自の取り組み など 

調査対象 
区内在住の満 18 歳以上 80 歳未満の区民

（外国人３％程度含む）       2,500 人 

区内に単独事業所または本社、本店がある従

業員５名以上の事業所      1,000 件 

抽出方法 住民基本台帳より層化二段無作為抽出 
事務所母集団データベースより従業員規模、

産業大分類ごとで無作為抽出 

調査方法 
郵送配布・郵送またはインターネット回答 

（期間中１回礼状兼督促はがき送付） 

郵送配布・郵送またはインターネット回収 

（期間中１回礼状兼督促はがき送付） 

調査期間 令和 6 年 9 月 30 日（月）～10 月 31 日（木） 令和 6 年 10 月 21 日（月）～11 月 12 日（火） 

有効回収数 

全体 895 人（有効回収率：35.8％） 

 女性 522 人 

 男性 362 人 

あてはまらない １人 

無回答 10 人 

全体 270 件（有効回収率：27.0％） 
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３ 区民意識調査結果（一部抜粋、速報値） 

１ 回答者の属性 

（１）性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 人権問題 

 （１）基本的人権についての意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(895)

（ア）日ごろから「人権」を意識して
生活している

（イ）人権は尊重されるべきもので、現在、我
が国でも１人ひとりの「人権」は守られている

（ウ）人権尊重が叫ばれるなか、自分の権利
ばかりを主張して、他人の権利を考えない

人が増えている
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（２）人権を侵害された経験の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）問題があると思う人権問題 
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子どもへのいじめ・虐待

インターネットによる人権侵害

男女（性）差別

障害者差別・虐待

プライバシーの侵害

性的（セクシュアル）マイノリティに
対する差別

高齢者差別・虐待

犯罪被害者やその家族への無配慮

職業差別

学歴差別

外国人に対する差別

部落差別（同和問題）

ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等
への差別

刑を終えて出所した人への差別

思想・信条の差別

アイヌの人々への差別
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特にない
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無回答
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３ ジェンダー平等の意識について 

（１）ジェンダー平等の意識 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ハラスメントの防止について 

（１）ハラスメントの被害経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パワー・ハラスメント

カスタマー・ハラスメント

セクシュアル・ハラスメント

マタニティ・ハラスメント、
パタニティ・ハラスメント
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受けたことはない
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（キ）社会通念・慣習・
しきたりでは
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（エ）政治の場では

（オ）法律や制度の上では

n=(895)
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４ 事業所調査結果（一部抜粋、速報値） 

１ 事業所概要 

（１）産業分類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）従業員規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n=(270)  
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無回答
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２ 女性活躍の推進 

（１）管理職数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）女性活躍推進に関する取り組みの有無 
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（エ）女性がいないまたは少ない職務・役職に女性
が従事するための教育訓練を積極的に実施する

（オ）明確な人事考課基準に沿って、性別に
とらわれない人事評価を行う

（カ）長時間労働の抑制や休暇制度を
整備する

（キ）多様な働き方の選択や ワーク・ライフ・
バランスのための制度を整備する

n=(270)

（ア）女性の活躍に関する担当者・責任者の
選任など、企業内の体制を整備する

（イ）女性がいないまたは少ない職務・役職
について、女性を積極的に採用・登用する

（ウ）人事異動によって女性にさまざまな
職種を経験させる
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３ 多様な働き方 

（１）多様な働き方ができる制度の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 性的マイノリティへの配慮 

（１）性的マイノリティへの配慮に関して取り組んでいること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（カ）在宅就業制度

（キ）フレックスタイム制度

（ク）勤務時間インターバル制度

（ケ）その他

（イ）介護休業制度

（ウ）子どもの看護休暇制度

（エ）短時間勤務制度

（オ）再雇用制度

n=(270)

（ア）育児休業制度
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本人から申し出があった場合に、トイレや更衣室の利用などの
対応について方針を定める

家族に関する社内制度（手当・休暇・住宅など）を適用する

性的（セクシュアル）マイノリティに関するイベントに
事業所として参加する

その他

特にない

無回答

相談窓口を設置する

カミングアウトの強制やアウティングなど、ハラスメント行為の
 防止に努める

従業員の啓発と理解促進のための講習会や研修を実施する

当事者が利用しやすいトイレや更衣室などを設置する

社内の規定や採用情報などで「性的指向やジェンダーアイデンティティなどの
個人の性のあり方を理由とした差別をしない」などの文言を明記する
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